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運用報告書（全体版）
第₁₆期

（決算日 ₂₀₁₅年 4 月₁₅日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・セレクト日本」は、この
たび、第₁₆期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4734>

ダイワ・セレクト日本
★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約₁₀年間（₂₀₀₇年 ₄ 月₁₇日～₂₀₁₇年 ₄ 月₁₄日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定
を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主としてわが国の金融商品取引所上場株式
の中から、成長性があり割安と判断される株
式に投資することにより、信託財産の成長を
めざします。
②ボトムアップ・アプローチによる銘柄選択
により収益の獲得をめざします。
③個別銘柄の流動性、バリュエーション等に
着目し、ポートフォリオを構築します。
④株式の組入れ銘柄数は、100銘柄程度とし
ます。
⑤株式の組入比率は、通常の状態で信託財産
の純資産総額の90％程度以上に維持すること
を基本とします。
⑥現物株式への投資を基本としますが、市況
動向、資産規模等によっては、わが国の株価
指数先物取引等を利用することがあります。
⑦株式以外の資産への投資は、原則として、
信託財産総額の50％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配金
額を決定します。ただし、分配対象額が少額
の場合には、分配を行なわないことがありま
す。



ダイワ・セレクト日本

■最近 ₅ 期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純 資 産
総 額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₂期末（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₅日） ₇, ₉₃₅ ₀ ₇₁. ₈ ₁, ₁₃₃. ₉₉ ₅₆. ₈ ₉₇. ₁ ― ₅, ₃₅₃
₁₃期末（₂₀₁₃年₁₀月₁₅日） ₈, ₇₀₅ ₀ ₉. ₇ ₁, ₁₉₇. ₄₇ ₅. ₆ ₉₄. ₈ ― ₅, ₅₀₂
₁₄期末（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₅日） ₈, ₀₅₄ ₀ △ ₇. ₅ ₁, ₁₃₆. ₀₉ △ ₅. ₁ ₉₅. ₀ ― ₄, ₅₁₉
₁₅期末（₂₀₁₄年₁₀月₁₅日） ₉, ₁₀₃ ₀ ₁₃. ₀ ₁, ₂₂₃. ₆₇ ₇. ₇ ₉₄. ₉ ― ₄, ₇₈₄
₁₆期末（₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日） ₁₀, ₆₈₈ ₇₀₀ ₂₅. ₁ ₁, ₅₈₈. ₈₁ ₂₉. ₈ ₉₇. ₂ ― ₄, ₅₁₃

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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ダイワ・セレクト日本

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₉, ₁₀₃円　期末：₁₀, ₆₈₈円（分配金₇₀₀円）　騰落率：₂₅. ₁％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて一時大きく調整したものの、その後は日銀の追加緩和などもあり急速に反転上
昇したことにより、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首から₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱への懸念、国内政治
不安などが重なり、株価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管
理運用独立行政法人）の国内株式運用比率の引上げ決定、円安の進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月中
旬から₂₀₁₅年 ₁ 月中旬にかけては、原油価格急落によるロシア経済悪化懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安
などで下落する局面もありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による国債買入れを含む量的金融緩和の決定や日米の良好
な経済指標などを受け、株価は期末にかけて上昇しました。

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₀月₁₅日 ₉, ₁₀₃ ― ₁, ₂₂₃. ₆₇ ― ₉₄. ₉ ―

₁₀月末 ₉, ₈₅₂ ₈. ₂ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₉. ₀ ₉₅. ₇ ―
₁₁月末 ₁₀, ₄₂₄ ₁₄. ₅ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₅. ₃ ₉₆. ₄ ―
₁₂月末 ₁₀, ₅₂₉ ₁₅. ₇ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₅. ₀ ₉₆. ₄ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₃₄₇ ₁₃. ₇ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₁₅. ₆ ₉₆. ₄ ―
₂ 月末 ₁₀, ₇₁₁ ₁₇. ₇ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₂₄. ₅ ₉₇. ₅ ―
₃ 月末 ₁₁, ₁₀₉ ₂₂. ₀ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₂₆. ₁ ₉₆. ₅ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日 ₁₁, ₃₈₈ ₂₅. ₁ ₁, ₅₈₈. ₈₁ ₂₉. ₈ ₉₇. ₂ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ・セレクト日本

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
₉₀％程度以上の組入れを維持することを基本としております。

・ポートフォリオ
（₁）業種構成

基本的には個々の企業の競争力や業績動向、バリュエーションを主な基準にした個別銘柄ごとの銘柄選別で構成
したポートフォリオを継続する方針です。

（₂）個別銘柄
業界成長性、コスト競争力、技術力・開発力、財務基盤等複数の観点から個々の企業を調査・分析し、定量面で

は₂₀₁₄年度以降の利益成長率や、ＰＢＲ（株価純資産倍率）、ＰＥＲ（株価収益率）等のバリュエーション指標を
重視し投資していく方針です。また、①金融緩和や成長戦略等の政策による恩恵が期待できる銘柄、②インフラ整
備、復興需要や防災・減災対策に関わる銘柄、③新興国におけるスマートフォンなどの電子機器の高機能化、自動
車の電装化、世界的なデジタル化やネットワーク化などが事業機会に結びつく銘柄、④シェールガスや再生可能エ
ネルギー、省エネなどに関連する銘柄、⑤リストラやＭ＆Ａ（企業の合併・買収）などにより収益性改善や事業拡
大を図る銘柄、⑥増配や自社株買いなど株主還元に積極的な銘柄などを精査して積極的に組入れることを検討して
います。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率は、中長期的な国内景気や企業業績の回復傾向は続くとの想定のもと、₉₄～₉₇％程度で推移させました。
業種構成は、食料品、電気機器、小売業などの比率を引上げる一方、建設業、その他製品、情報・通信業などの比率を引

下げました。
個別銘柄では、業績見通しや株主満足度向上に対する企業の姿勢などを総合的に勘案して、ノジマ、ソニー、シスメック

スなどを新規に買付けました。一方で、業績懸念の高まりなどからセイコーエプソン、ブロッコリー、あすか製薬などを一
部または全部売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₂₉. ₈％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₂₅. ₁％となりました。ＴＯＰＩＸ

の騰落率を下回った建設業をオーバーウエートとしていたこと、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った医薬品や保険業をアンダー
ウエートとしていたことなどがマイナス要因となりました。個別銘柄では、ノジマやクスリのアオキなどがプラスに寄与し
ましたが、セイコーエプソンやブロッコリーなどはマイナス要因となりました。

（％）
35. 0
30. 0
25. 0
20. 0
15. 0
10. 0
5. 0
0. 0

当　期
（2014. 10. 15～2015. 4. 15）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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ダイワ・セレクト日本

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₇₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ ₁ 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年₁₀月₁₆日
～₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₇₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₆. ₁₅
当 期 の 収 益（円） ₇₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₈₈₀
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₈₁. ₃₃円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₆₈₉. ₀₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₁. ₆₂
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₇₇₈. ₀₉
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₅₈₀. ₁₃
（ｆ）分 配 金 ₇₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₈₈₀. ₁₃
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　国内株式市況は、金融緩和効果や円安進行、国内企業の業績改善、株主還元強化期待、ＧＰＩＦや日銀による買いなど良好
な株式需給などが引続き株価の押し上げ要因になると考えており、株式組入比率（株式先物を含む。）は₉₀％程度以上の高位
を維持する方針です。銘柄の選定にあたっては、ＰＥＲやＰＢＲなどのバリュエーション指標や業績動向のほか、事業の再構
築力、本業の技術力、株主還元姿勢、テーマ性などにも注目してまいります。
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ダイワ・セレクト日本

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年₁₀月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₈, ₅₉₅, ₀₄₇千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₄, ₈₁₅, ₂₉₃千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₇₈ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₀月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₃, ₃₇₀. ₁ ₃, ₆₆₈, ₉₅₉ ₄, ₇₁₉. ₈ ₄, ₉₂₆, ₀₈₈ 
（ ₉₂） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₀月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ノジマ ₈₂ ₁₁₉, ₉₉₆ ₁, ₄₆₃  三井住友フィナンシャルＧ ₂₅ ₁₀₄, ₁₃₈ ₄, ₁₆₅ 
ソニー ₃₇ ₁₀₁, ₉₄₃ ₂, ₇₅₅  ソフトバンク ₁₄. ₂ ₁₀₁, ₁₄₀ ₇, ₁₂₂ 
アステラス製薬 ₄₃ ₇₅, ₂₆₇ ₁, ₇₅₀  マツダ ₃₄ ₈₅, ₁₄₀ ₂, ₅₀₄ 
シスメックス ₁₃. ₂ ₇₀, ₉₀₆ ₅, ₃₇₁  セイコーエプソン ₁₆. ₇ ₇₉, ₇₁₇ ₄, ₇₇₃ 
ファーストリテイリング ₁. ₅ ₆₅, ₉₁₅ ₄₃, ₉₄₃  三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ ₁₂₄ ₇₈, ₄₂₉ ₆₃₂ 
ファナック ₂. ₉ ₆₄, ₉₇₆ ₂₂, ₄₀₅  スクウェア・エニックス・ＨＤ ₃₀. ₅ ₇₁, ₅₈₈ ₂, ₃₄₇ 
三井住友フィナンシャルＧ ₁₄. ₅ ₆₃, ₄₅₄ ₄, ₃₇₆  あすか製薬 ₅₆ ₆₈, ₈₁₀ ₁, ₂₂₈ 
ヤマハ発動機 ₂₅ ₅₉, ₇₀₈ ₂, ₃₈₈  ブロッコリー ₇₈ ₆₈, ₄₁₂ ₈₇₇ 
キーエンス ₁. ₁ ₅₈, ₇₈₅ ₅₃, ₄₄₁  サン電子 ₃₈. ₅ ₆₈, ₀₆₈ ₁, ₇₆₈ 
ローム ₇. ₅ ₅₅, ₈₆₁ ₇, ₄₄₈  日本水産 ₁₇₀ ₆₂, ₀₂₁ ₃₆₄ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■ ₁ 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₁₀. ₁₆～₂₀₁₅. ₄. ₁₅）
金　額 比　率

信託報酬  ₈₅円 ₀. ₈₁₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₄₃₃円です。

（投信会社）  （₄₁）  （₀. ₃₉₆） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₁）  （₀. ₃₉₆） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₅   ₀. ₀₅₁   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₅）  （₀. ₀₅₁） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　計  ₉₁   ₀. ₈₇₂  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。
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（3） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年₁₀月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₂, ₅₅₀千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₇₃₈千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₂₈. ₉％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

■組入資産明細表
国 内 株 式

（上場株式）

■利害関係人との取引状況
（₁）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年₁₀月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₃, ₆₆₈ ₄₈₂ ₁₃. ₂ ₄, ₉₂₆ ₅₅₁ ₁₁. ₂ 

コール・ローン ₂₁, ₅₄₆ ― ― ― ― ― 

（₂） 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年₁₀月₁₆日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₂₀
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

水産・農林業（―）
日本水産 ₉₀ ― ―

建設業（₁． ₈％）
ウエストホールディングス ₆. ₅ ― ―
安藤・間 ₁₁₀ ₄₇ ₃₁, ₉₆₀
西松建設 ₉₀ ― ―
大豊建設 ₁₁₅ ₄₇ ₂₉, ₇₅₁
熊谷組 ― ₄₈ ₁₈, ₂₈₈
大林道路 ₇₀ ― ―
ライト工業 ₄₀ ― ―
日特建設 ₅₅ ― ―
高砂熱学 ₃₂ ― ―

食料品（₅． ₅％）
森永製菓 ― ₁₆₅ ₇₀, ₄₅₅
江崎グリコ ― ₉. ₃ ₅₁, ₂₄₃
プリマハム ₁₇₀ ― ―
米久 ― ₈ ₁₄, ₆₁₆
Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₂₀ ₁₀ ₂₂, ₈₇₀
キユーピー ₁₈ ₁₅ ₄₈, ₅₂₅
アリアケジャパン ― ₇. ₈ ₃₂, ₆₈₂
フジッコ ₁₆ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
繊維製品（₀． ₉％）

帝国繊維 ₁₂ ― ―
帝人 ― ₉₇ ₄₀, ₆₄₃

化学（3． ₆％）
東ソー ― ₂₉ ₁₉, ₀₈₂
戸田工業 ₆₅ ― ―
ダイキョーニシカワ ₁₁ ₈ ₂₉, ₂₀₀
日本ペイント HOLD ₁₄ ₁₀. ₅ ₄₄, ₂₀₅
富士フイルム HLDGS ― ₈. ₃ ₃₈, ₂₆₇
メック ₂₅ ― ―
日東電工 ― ₃. ₄ ₂₆, ₆₉₀
藤森工業 ₁₁. ₅ ― ―
信越ポリマー ₂₅ ― ―

医薬品（4． 4％）
アステラス製薬 ― ₄₀ ₇₆, ₉₂₀
あすか製薬 ₅₅ ― ―
日本新薬 ₁₄ ₁₀ ₄₁, ₈₅₀
中外製薬 ― ₁₁ ₄₁, ₂₅₀
エーザイ ― ₃. ₈ ₃₁, ₆₈₄
大塚ホールディングス ₁₁. ₅ ― ―

ゴム製品（₁． ₁％）
東洋ゴム ₃₀ ₂₁ ₄₉, ₂₆₆

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
オカモト ₈₀ ― ―

ガラス・土石製品（₀． ₅％）
日本コンクリート ₇₅ ₄₅ ₂₂, ₀₀₅
ジオスター ₅₇ ― ―
日本碍子 ₇ ― ―

鉄鋼（₀． ₈％）
日新製鋼 ― ₁₃. ₁ ₂₁, ₉₀₃
中部鋼鈑 ₂₅ ― ―
栗本鉄工所 ― ₆₀ ₁₄, ₀₄₀
日本精線 ₄₀ ― ―

金属製品（―）
三和ホールディングス ₃₄ ― ―

機械（₂． 3％）
オークマ ― ₂₁ ₂₃, ₉₆₁
富士機械製造 ― ₁₆. ₅ ₂₄, ₂₈₈
日精樹脂工業 ― ₁₄ ₁₈, ₂₈₄
加藤製作所 ₇₂ ― ―
タダノ ₂₀ ― ―
日本金銭機械 ₁₇ ― ―
竹内製作所 ― ₆ ₃₆, ₆₀₀

電気機器（₁₉． ₀％）
ミネベア ₄₅ ₃₃ ₆₀, ₉₅₁
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（上場予定株式）

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
小売業（₀． ₀％）
　海帆 ― ₁. ₁ ₁, ₁₂₂
　Ｈａｍｅｅ ― ₀. ₄ ₁, ₀₁₂
不動産業（₀． ₂％）
　シーアールイー ― ₂. ₇ ₉, ₇₇₄
サービス業（₀． ₁％）
　日本スキー場開発 ― ₁ ₃, ₅₇₀

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ― ₅. ₂ ₁₅, ₄₇₈

銘柄数＜比率＞ ― ₄銘柄 ＜₀. ₃％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ダブル・スコープ ₄₅ ― ―
沖電気 ₁₂₀ ― ―
サンケン電気 ₁₅ ― ―
セイコーエプソン ₂₀. ₅ ₈. ₈ ₁₉, ₀₇₈
サン電子 ₅₂ ₁₃. ₅ ₂₅, ₃₅₃
日本信号 ₂₅ ― ―
ソニー ― ₃₆ ₁₃₆, ₀₆₂
タムラ製作所 ₄₅ ― ―
アルプス電気 ― ₂₃ ₇₂, ₆₈₀
アルチザネットワークス ― ₁₈ ₁₆, ₇₂₂
ローランド ディー .ジー . ₈ ― ―
フオスター電機 ― ₁₁. ₁ ₃₃, ₄₆₆
日本航空電子 ₁₁ ₁₀ ₂₈, ₀₇₀
古野電気 ₃₇ ― ―
キーエンス ― ₁ ₆₅, ₅₈₀
シスメックス ― ₁₂. ₉ ₈₉, ₂₆₈
OBARA GROUP ― ₂. ₇ ₂₀, ₃₈₅
山一電機 ₄₀ ― ―
富士通フロンテック ₂₃ ― ―
カシオ ― ₁₅ ₃₄, ₀₀₅
ファナック ₃ ₂. ₈ ₇₄, ₅₀₈
ローム ― ₅. ₇ ₄₆, ₀₅₆
浜松ホトニクス ₅ ― ―
村田製作所 ₆ ₅. ₄ ₉₃, ₈₂₅
象印マホービン ― ₁₀ ₁₇, ₃₀₀

輸送用機器（₁3． ₀％）
名村造船所 ₂₃ ― ―
トヨタ自動車 ₄₈ ₄₂. ₅ ₃₅₁, ₆₀₂
マツダ ₄₄ ₁₀ ₂₃, ₀₄₅
スズキ ₁₀ ― ―
富士重工業 ₄₂. ₅ ₃₂ ₁₂₆, ₅₂₈
ヤマハ発動機 ― ₂₃ ₆₈, ₁₀₃

精密機器（3． ₅％）
トプコン ₃₂ ₁₁. ₄ ₃₄, ₉₉₈
オリンパス ₁₄. ₅ ₈. ₇ ₃₈, ₃₂₃
朝日インテック ₁₁ ₁₀. ₂ ₇₉, ₄₅₈
セイコーＨＤ ₃₅ ― ―

その他製品（―）
ブロッコリー ₇₄ ― ―
サマンサタバサジャパン ₂₇ ― ―

陸運業（₂． ₈％）
西日本旅客鉄道 ― ₆ ₃₉, ₁₃₈
センコー ― ₁₉ ₁₅, ₂₃₈
トナミホールディングス ― ₈₀ ₃₅, ₉₂₀
セイノーホールディングス ― ₂₄ ₃₁, ₇₂₈

海運業（₀． ₁％）
商船三井 ― ₁₆ ₆, ₄₃₂

倉庫・運輸関連業（₀． 7％）
エーアイテイー ― ₂₇ ₃₂, ₁₅₇

情報・通信業（3． 3％）
新日鉄住金ＳＯＬ ₁₅. ₅ ― ―
三菱総合研究所 ₁₁. ₅ ― ―
パピレス ₂₃ ― ―
コロプラ ₁₅ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
オプティム ₀. ₂ ― ―
ＧＭＯリサーチ ₀. ₇ ― ―
豆蔵ホールディングス ₂₇ ― ―
GMO ペイメントゲートウェイ ₁₆ ― ―
アバント ₁₄ ― ―
Ａｉｍｉｎｇ ― ₂ ₃, ₄₀₀
ユークス ₅₀ ₂₅ ₁₅, ₅₅₀
ＷＯＷＯＷ ― ₅. ₇ ₂₃, ₂₂₇
フュージョンパートナー ― ₃₇ ₃₂, ₂₂₇
マーベラス ₃₅ ₁₀ ₁₆, ₃₀₀
日本電信電話 ₉. ₅ ― ―
東映 ― ₂₇ ₂₅, ₆₇₇
スクウェア・エニックス・HD ₂₇ ― ―
ソフトバンク ₁₁. ₅ ₃. ₆ ₂₇, ₄₄₆

卸売業（₂． 4％）
ハピネット ₁₄. ₅ ― ―
シークス ₁₅ ₂₀ ₆₆, ₃₀₀
三菱商事 ₂₁ ₁₆ ₃₈, ₈₉₆
日鉄住金物産 ₅₀ ― ―

小売業（₁4． ₀％）
まんだらけ ₁₀. ₅ ₁₄ ₁₀, ₆₅₄
コメ兵 ₂₃ ₁₉ ₆₀, ₈₉₅
ダイヤモンドダイニング ― ₂₁ ₂₈, ₈₃₃
サンワカンパニー ― ₂₁ ₁₄, ₉₁₀
ホットランド ₀. ₈ ― ―
すかいらーく ₁₄ ― ―
ヒューマンウェブ ― ₁. ₁ ₄, ₉₈₃
セブン & アイ・HLDGS ₉ ― ―
クスリのアオキ ₆ ₆. ₃ ₆₁, ₄₂₅
ノジマ ― ₇₇ ₁₉₀, ₂₆₇
アルビス ― ₁₂. ₉ ₂₇, ₈₆₄
ドンキホーテホールディング ― ₅. ₄ ₅₉, ₁₃₀
ラオックス ₁₀₀ ₁₀₅ ₃₂, ₁₃₀
松屋 ₂₀ ₂₀. ₅ ₄₂, ₂₉₁
丸井グループ ― ₈ ₁₁, ₇₇₆
ファーストリテイリング ― ₁. ₄ ₆₈, ₈₅₉
サックスバーホールディング ₁₈ ― ―

銀行業（4． ₀％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₂₇₅ ₁₅₄ ₁₂₀, ₆₈₉
三井住友フィナンシャル G ₂₂. ₅ ₁₂ ₅₆, ₆₈₈

証券、商品先物取引業（₁． ₆％）
ＦＰＧ ― ₁₄. ₅ ₂₁, ₅₄₇
岩井コスモホールディング ― ₂₆ ₄₃, ₇₅₈
マネースクウェア HD ₁₈ ₃ ₄, ₂₆₉

その他金融業（₁． ₀％）
全国保証 ₁₅. ₅ ₉. ₅ ₄₃, ₉₃₇
オリックス ₅ ― ―

不動産業（3． ₁％）
サムティ ― ₁₂. ₅ ₁₁, ₈₁₂
常和ホールディングス ― ₂. ₃ ₁₁, ₂₄₇
三井不動産 ₃₈ ₃₁ ₁₁₁, ₉₁₀
サンフロンティア不動産 ₄₀ ― ―

サービス業（₁₀． ₂％）
ネクスト ― ₄₇ ₅₈, ₁₃₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ミクシィ ₃ ₆. ₃ ₂₉, ₆₄₁
日本Ｍ＆Ａセンター ₁₂. ₅ ₁₅ ₆₄, ₃₅₀
ＧＣＡサヴィアン ― ₁₆ ₂₃, ₃₇₆
エス・エム・エス ― ₁₈. ₆ ₃₀, ₂₉₉
クックパッド ₁₀ ₈. ₆ ₅₂, ₇₁₈
綜合警備保障 ₁₁ ― ―
いちごグループ HD ― ₈₄ ₂₈, ₂₂₄
ワールドホールディングス ₃₀ ― ―
ディー・エヌ・エー ― ₁₂. ₉ ₃₃, ₀₃₆
ケネディクス ₅₅ ₇₇ ₃₇, ₅₇₆
テクノプロ・ホールディング ― ₂ ₆, ₈₇₀
日本動物高度医療 ― ₁. ₅ ₄, ₁₇₆
ジャパンマテリアル ₁₆ ₂₂. ₅ ₃₈, ₃₈₅
ベクトル ₁₀ ― ―
Ｎ・フィールド ₁₁ ₁₁. ₅ ₂₂, ₀₂₂
リクルートホールディングス ₇. ₂ ― ―
建設技術研究所 ₂₄ ― ―
カナモト ₁₄ ₅. ₅ ₁₉, ₃₀₅
丹青社 ₃₈ ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₃, ₆₀₈. ₄ ₂, ₃₄₅. ₅ ₄, ₃₇₃, ₅₂₉

銘柄数＜比率＞ ₁₀₈銘柄 ₁₀₁銘柄 ＜₉₆. ₉％＞
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₄, ₃₈₉, ₀₀₇ ₈₉. ₄ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₅₁₇, ₇₆₄ ₁₀. ₆ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₄, ₉₀₆, ₇₇₂ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 4， ₉₀₆， 77₂， ₀₂₉円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₆₉, ₅₆₅, ₁₉₆  
株 式（評価額） ₄, ₃₈₉, ₀₀₇, ₁₅₀  
未 収 入 金 ₃₁₇, ₈₄₈, ₉₈₄  
未 収 配 当 金 ₃₀, ₃₅₀, ₆₉₉  

（Ｂ）負 債 3₉3， 444， ₀₁₁  
未 払 金 ₄₂, ₇₁₆, ₉₆₄  
未 払 収 益 分 配 金 ₂₉₅, ₆₀₈, ₃₅₄  
未 払 解 約 金 ₁₄, ₅₁₄, ₁₆₈  
未 払 信 託 報 酬 ₄₀, ₄₇₁, ₄₉₇  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₃₃, ₀₂₈  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 4， ₅₁3， 3₂₈， ₀₁₈  
元 本 ₄, ₂₂₂, ₉₇₆, ₄₈₆  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂₉₀, ₃₅₁, ₅₃₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 4， ₂₂₂， ₉7₆， 4₈₆口
₁ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₁₀， ₆₈₈円

＊ 期首における元本額は₅, ₂₅₅, ₈₃₅, ₀₅₈円、当期中における追加設定元本額は
₂₀, ₃₀₂, ₀₄₉円、同解約元本額は₁, ₀₅₃, ₁₆₀, ₆₂₁円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₆₈₈円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₀月₁₆日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₁₅日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 3₅， 7₉₅， ₂₉₅円

受 取 配 当 金 ₃₅, ₇₄₆, ₈₉₁
受 取 利 息 ₄₈, ₂₁₅
そ の 他 収 益 金 ₁₈₉

（Ｂ）有価証券売買損益 ₉₆7， ₁₁7， ₆₀₀
売 買 益 ₁, ₃₀₀, ₀₀₂, ₀₆₆
売 買 損 △ ₃₃₂, ₈₈₄, ₄₆₆

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 4₀， ₆₀4， ₅₂₅
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₉₆₂， 3₀₈， 37₀
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 3₀₈， 377， ₂₆₂
（Ｆ）追加信託差損益金 △ ₆7， ₉7₁， ₂₂₂

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₃, ₃₅₄, ₃₄₀）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈₁, ₃₂₅, ₅₆₂）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） ₅₈₅， ₉₅₉， ₈₈₆
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ ₂₉₅， ₆₀₈， 3₅4

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） ₂₉₀， 3₅₁， ₅3₂
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₆₇, ₉₇₁, ₂₂₂

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₃, ₃₅₄, ₃₄₀）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈₁, ₃₂₅, ₅₆₂）
分 配 準 備 積 立 金 ₃₅₈, ₃₂₂, ₇₅₄

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₃₄, ₃₄₅, ₇₁₃円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂₉₀, ₉₉₇, ₄₈₂
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₃, ₃₅₄, ₃₄₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₃₂₈, ₅₈₇, ₉₁₃
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₆₆₇, ₂₈₅, ₄₄₈
（ｆ）分 配 金 ₂₉₅, ₆₀₈, ₃₅₄
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₇₁, ₆₇₇, ₀₉₄
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₄, ₂₂₂, ₉₇₆, ₄₈₆口
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収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
₁ 万 口 当 り 分 配 金 7₀₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₄ 月₁₅日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₀, ₆₈₈円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　₂₀₁4年₁₂月 ₁ 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の ₂ 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】
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